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2025年３月６日 

各 位 

会 社 名 大王製紙株式会社 

代表者名 代表取締役社長  社長執行役員  若林 賴房 

（コード番号 3880 東証プライム市場） 

問合せ先 上席執行役員 ホーム＆パーソナルケア部門 

  海外事業部長 兼 海外事業推進本部長 斎藤 真 

（TEL.03-6856-7501） 

 

連結子会社における固定資産の一部譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、2025年３月６日開催の取締役会において、連結子会社 大王（南通）生活用品有限公司（以下、EICN）の固定資

産の一部を杭州豪悦護理用品股份有限公司（以下、豪悦社）へ譲渡することを決議しましたのでお知らせいたします。 

EICN は、ベビー用紙おむつを生産する南通西区（第一工場）と生理用品を生産する同東区（第二工場）を保有しており、

この度、南通西区（第一工場）の土地、建屋、生産設備の全てを豪悦社へ譲渡することとしました。今後、ベビー用紙おむ

つの生産は外部委託することで販売は継続し、現地の生活者ニーズに迅速に対応できる体制を構築します。また 

販売が順調に伸長している生理用品は、南通東区（第二工場）にて生産･販売を継続し、新たなビジネスモデルの構築を 

目指してまいります。今回の構造改革を通じて財務体質の改善を図り、引き続き、企業価値向上に努めてまいります。 

 

記 

 

１．当該連結子会社の概要 

（１）名称 大王（南通）生活用品有限公司 

（２）所在地 中華人民共和国 江蘇省南通市 

（３）代表者の役職・氏名 董事長 柏原 隆久 

（４）事業内容 紙製品、衛生用品等の生産、販売 

（５）資本金 160百万米ドル 

（６）設立年月日 2012年12月18日 

 

２．譲渡の理由 

EICN は中国でベビー用紙おむつや生理用品などの商品を生産・販売していますが、中国国内におけるベビー用紙おむつ 

市場は少子化の進行と中国現地メーカーの台頭などにより競争が激化しており、事業ポートフォリオの見直しを検討して 

まいりました。当社は、2024 年度より開始した第５次中期事業計画において、営業キャッシュ・フロー創出力の強化を 

目指し、H&PC海外事業の再構築に向けた取り組みを進めており、この度、今後の中国事業の展開を検討した結果、ベビー用

紙おむつの生産に関連する固定資産を豪悦社に譲渡し、生理用品に経営資源を集中することで業績回復に取り組むことと 

いたしました。なお、EICN が展開するベビー用紙おむつブランド「GOO.N」は中国で高い認知率を誇っていることから今後

の生産は、豪悦社を含む外部に委託することで、コスト競争力向上と中国の生活者志向に迅速に対応した商品の開発・生産

につなげ販売事業を継続します。譲渡先の豪悦社は、ベビー用紙おむつの原材料生産も行っていることからコスト競争力が

あり、EICNが新たなビジネスモデルへ転換を進めるうえで親和性が高く、譲渡先企業として最適であると判断しました。 
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３．譲渡資産の内容 

（１）資産の名称 南通西区（第一工場） 

（２）所在地 中華人民共和国 江蘇省南通市 

（３）譲渡価額 266百万元（約58億円） 

（４）譲渡損 185百万元（約40億円） 

（５）現況 大王（南通）生活用品有限公司 工場 

 ※１．1人民元＝21.67円で円貨に換算しております。 

譲渡損は、譲渡価額から帳簿価額と譲渡に係る諸費用等の見積金額を控除した概算金額であります。 

 

４．譲渡先の概要 

（１）名称 杭州豪悦護理用品股份有限公司 

（２）所在地 中華人民共和国 浙江省杭州市 

（３）代表者の役職・氏名 董事長 李志彪 

（４）事業内容 紙おむつ及び生理用品、不織布、包装資材製品等の製造・販売 

（５）資本金 155百万元 

（６）設立年月日 2008年３月11日 

（７）純資産 3,217百万元 

（８）総資産 4,646百万元 

（９）大株主及び持株比率 李志彪 34.53％、朱威莉 21.85％、李詩源 6.04％ 

（１０）上場会社と当該会社の関係 資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません 

 ※２．純資産、総資産は2023年12月期 

 

５．日程 

（１）当社決議日 2025年３月６日 

（２）契約締結日 2025年３月６日 

（３）所有権移転日 2025年６月30日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件固定資産の譲渡に伴い、2025 年３月期の連結業績において約 40 億円の特別損失が発生する見込みです。2025 年 

３月期連結業績に与える影響は現在、精査中です。 

 

以 上 


